













































































































































































































































































































































































教員の国際交流の促進 ５ 単位取得制度の互換性 ２ 単位取得制度の互換性
他の学生への良い影響 ４ 学生の雇用機会拡大 ２
単位・留学期間の認定制
度整備
特定地域の大学との結び
つき強化
４
単位・留学期間の認定制
度整備
２
注：双方向型プログラムを持つ機関では半数以上が、その他の機関群では複数の機関が改善度
を「大」とした項目と回答した機関数６
まず当該プログラム導入時に期待した効果について半数以上の機関が期待度を「大」とした
項目を見ていく（【表３a】)。双方向型プログラムを持つ機関が期待度を｢大」とした項目は｢共
同研究の促進による研究の国際化（の促進)」が最も多い。双方向型プログラムには大学院レベ
ルのものが多い、すなわちこの機関群には大学院レベルの回答機関が多いことを考えると、研
究の国際化への期待が最も大きかったこともうなずける。派遣型プログラムのみを持つ機関、
受入型プログラムのみを持つ機関がそれぞれ派遣学生数の増加、受入留学生数の増加に対して
期待度が高かったのはもっともである。また、これらの機関群は留学制度の整備にも特に大き
な期待を寄せていたことがわかった。
次に当該プログラムが導入されたことによって改善された項目（1-3）を見てみると、プログ
ラムがまだ準備中あるいは発展途上の機関も複数存在し、未回答あるいは部分的にしか回答し
ていない機関も多く、半数以上の機関が改善度を｢大｣とした項目を見つけるのが困難である。
そこでここでは双方向型プログラムを持つ機関群については半数以上が、その他の機関群では
－３６－
２
２
２
２
２
複数の機関が改善度を「大」とした項目を報告する（【表３b】)。【表３a】と【表３b】を比較す
ると、半数以上の機関の期待度が高かった項目のうち、半数あるいは複数の機関が改善度が高
いと評価した項目と重複するものは三つしかない。しかし、双方向型プログラムを持つ機関の
半数が改善度大と評価した「研究・教育のために教員の派遣・受入を行うことによる教員の国
際交流の促進」は研究の国際化には欠かせないことであり、プログラムが継続していくと将来
的に研究の国際化自体の改善度も上がることが期待されるだろう。また、派遣型または受入型
のみを持つ機関で期待された単位取得制度や留学期間の認定制度の整備に関わる二つの項目が
両機関群において改善度が高かった項目に含まれることも、改善が見られた分野は期待された
分野とほぼ同じであるとみなしてもよいだろう。これらの機関群でもプログラムが継続してい
けば派遣学生数．受入留学生数の増加につながるかもしれない｡最後に､すべての機関群におい
て期待された「受入・派遣学生の増加に伴う他の学生への良い影響（意識の国際化、語学力の
向上など)」は双方向型のプログラムを持つ機関群では半数の機関が改善度大と答えたが、その
他の機関群ではほとんどの機関で改善度は「中」だった。徳島大学大学院先端技術科学教育部
でも、協定校からの学生の受け入れが始まって１年半が経過するが、本教育部からの学生の派
遣はまだ開始したばかりである。しかし、学期ごとに開講する、共同学位プログラムでの留学
を目指す学生を主な対象とした英語授業には、単位取得が可能でないにもかかわらず常に多く
の学生が興味を持ち受講している。また受入学生の教育のために英語による講義のスキルを高
める教員のための英語授業にも、共同学位プログラムに直接関わっていない教員も多く参加し
ており、本教育部でも他の学生や教員への良い影響があると考えてよいだろう（勅使河原２００８
参照)。
３－３．プログラムの実態
セクションⅡは七つの質問から成り、その一つⅡ－１はすでに3.1節で紹介された個々のプロ
グラムに関する情報を提供するものであった。（実際にはもう一つ質問Ⅱ-8があるが､プログラ
ムの実態について質問への答えで補いきれなかった場合に自由筆記する形となっているので本
節では省略する｡）本節ではそれ以外の質問（単位制度、当該プログラムでの開講授業、教員の
派遣･受け入れ、選抜試験、学位記、交換学生数の均衡）を扱う。
まず相手機関との単位制度の違いをどのように克服したか（Ⅱ-2）であるが､機関によっては
単位制度の違いは特に問題ではなかった回答しているところがある。たとえば慶腫義塾大学理
工学部とフランスの協定校との間の学士・修士課程連続の教育プログラムでは、学年全体を相
手機関で過ごし単位認定・互換を行わないため、学修が順調であれば問題が生じないと回答し
ている。また、立命館アジア太平洋大学とドイツ・トリア単科大学の国際原料流通マネジメン
トプログラムは既存の修士課程とは別に両機関共同で開発された教育プログラムであるため、
特に単位認定・互換の問題は生じない。その他二つの機関では、単位制度の違い（単位当たり
の授業時間数）を認識しながらも、ｌ単位は各々の機関で同じ重みを持つものとして扱ってい
る。しかしながらその他の多くの機関は長い時間と多くの労力を費やし、時には翻訳作業も伴
いながら互いの機関の学生便覧等を精査し、相手機関との独自の単位認定・互換のシステムを
作成したようである。そして、本調査の回答機関には､ＥＵ諸国のエラスムス計画(ERASMUS）
で学生交流促進に大いに貢献してきたヨーロッパ単位互換制度（ECTS）に倣って開発された
ＵＭＡＰ単位互換方式を利用しているところはなかった。（ＵＭＡＰ単位互換方式の詳細について
はhtlP:"econgeog・misc・hit-u､acjp/mnapjp/Ucts/ucts・htmlを参照されたい｡）UMAPhtemational
Symposium（2006）の報告によると、この方式は認知されているものの、まだ広く普及しては
－３７－
いない（調査に回答した173機関の11％に当たる１９機関でしか用いられていない)。
次に受入・派遣学生は通常の学生と同じ授業を受講するか、また相手機関と共同でカリキュ
ラムの改革を行ったことがあるかであるが（Ⅱ-3)、まずほとんどの機関では受入・派遣学生は
現地語または英語（つまり日本での場合は日本語または英語）による通常の授業を受講する。
しかし日本の機関には英語による特別プログラムを用意しているところもある（たとえば関西
大学)｡相手機関との共同カリキュラム開発の例としては､前出立命館アジア太平洋大学以外に、
相手機関での日本語授業を新規に開講している長岡技術科学大学、自機関の教員を相手機関に
派遣して相手機関の教員と合同で集中講義を行う東京工業大学があり、その他の機関でも共同
のカリキュラム開発に意欲的なところがある。
教員が相手機関へ出向いて、あるいは相手機関の教員が自機関へ出向いてきて行う授業があ
るか否か(Ⅱ-4）については、現調査では上記の東京工業大学を含め３機関のみがそのような活
動を行っている。また、今後の実施可能性を検討中の機関も２機関あった。
選抜試験(Ⅱ-5）については、日本の大学では通常の学生に入学を許可するためには何らかの
試験（筆記・口述）を課すので、ヨー ロッパでのjointdegIBeを対象とした調査では触れられて
いなかったが（RauhvaIger52002)、日本の共同学位プログラムではどのように学生の入学を許
可するのか調査してみようと考えた。ほとんどの場合、派遣学生は派遣機関で書類審査により
決定する。その他の機関では、受入型プログラムを持つ３機関では書類審査に加え派遣機関で
の面接試験を行う。また双方向型プログラムを持つ２機関ではテレビ・ウェプ会議システムを
用いて面接試験を行い学生の受入先への渡航は不要である。別の２機関では（派遣機関での書
類等審査後に）学生が受入機関に渡航して試験を受ける必要があると回答した。
学位記(Ⅱ-6）に関してはほとんどすべての場合､各々の機関で別々の学位記を授与する形態
を取っている。例外として、学生ごとに個別の協定を結び実施しているお茶の水女子大学大学
院人間文化研究科が、当該学生にドイツの協定校から授与された学位記は双方の機関長の署名
入りの共同学位記であったと報告している。その他将来的に双方の機関による別々の学位記に
加え、共同の学位記を授与することも検討している機関が二つあった。
最後に交換学生数の均衡を保つための方策を尋ねたⅡ-7では、問題が起こるのは主に双方向
型プログラムで相手が英語圏または非英語圏の機関である場合、前者では派遣学生数の、後者
では受入学生数の過多になりがちだという点である。まず２機関が１年ごとではなく数年で平
均して均衡が取れるように配慮していると回答している。また、短期の交換留学生を受け入れ
ることによって均衡を保つ、派遣学生が米国の相手機関で学費を払うことによって問題を回避
するという方策も取られている。その他、告知の強化により当該プログラムの認知度を高める
という回答も複数あった。
本節のまとめとしてヨー ロッパでのjointdegBe（RauhvaIgerg2002）における各々 の機関での
教育の融合の度合いと比較してみた。すると、日本の機関の海外の機関との共同学位プログラ
ムの場合、相互の機関に教員が授業をしに出向くことはあまりないし、共同でカリキュラムを
開発した例もまだあまりないことから、双方での教育の融合の度合いは低めであると言っても
良いかもしれない。しかし、プログラムをより一体感のあるものにするための動きもいくつか
の機関であることがわかった。
3-4．語学的な問題
質問紙の皿で扱った質問のうち､該当する機関と得られた回答数が少なかったことから本論
文では１から３の留学希望者対象の語学教育、受入学生に対する教育使用言語の決定要因、日
－３８－
本語以外の言語で教育を行う教員に対する語学支援の三つのみを扱う。
まず留学希望者対象の語学教育（皿－１）について見てみると、双方向型もしくは派遣型プロ
グラムを持つ17機関のうち12機関が何らかの形で留学希望者対象の語学授業を開講している
（【表４】)。
【表４】留学希望者を対象とした語学授業の実施状況
項目 私立大学 国立大学
留学希望者対象の語学授業あり 8/1１ 4/６
正規の授業 5/８ 1/４
卒業・修了単位の取得が可能 4/８ 1/４
学外の団体による運営 2/８ 0/４
別途受講費用が必要 2/８ 1/４
注：それぞれの項目に該当する機関数６２番目以降の項目は留学希望者対象の語学授業がある
機関のみを対象にしている。
私立大学と国立大学に分けて見てみると、留学希望者を対象とした語学授業を持つ機関の割合
はやや私立大学の方が高いが、その授業が正規の授業として開講され、卒業・修了の単位とし
て認められる割合になると私立大学と国立大学の間には大きな開きが出てくる。私立大学の場
合当該授業が学外の団体による運営の場合もある。最後に別途受講費用が必要かどうかは私立
大学・国立大学両方とも４分の１の機関で費用が必要である。しかし、全般的に見て私立大学
の留学希望者の方が語学教育に関してはやや恵まれた環境にあると言えよう。
次に受入学生に対する教育使用言語（皿-2）を見てみる。受入学生の日本語力に応じて、日
本語力の高い学生は各学部で日本語で開講される授業を受講し、低い学生は英語で行われる日
本語科目と英語で行われる日本研究科目等を履修する関西大学、受入学生は派遣前に２年間日
本語を学ぶため日本語力にほとんど問題がなく、教育には日本語・英語の両方を用いる同志社
大学、日本語での教育を主とし必要に応じて英語を用いる東京工業大学の３機関を除き、その
他の機関ではプログラムごとに日本語または英語のどちらかを用いて受入学生の教育を行って
いる。受入学生の教育を行う機関は合計１６あり、そのうち上記の３機関および回答情報が不十
分だった２機関を除いた１１機関で行われている教育プログラムは全部で３３あり、その使用言
語の内訳は日本語が10、英語が２３となる。（実際にはそのうち２機関が日本語で行われるプロ
グラムと英語で行われるプログラムの両方を持ち、以下日本語で教育を行う機関数と英語で教
育を行う機関数の両方に数えられている｡）これら１１機関での当該プログラム使用言語の決定
要因は以下のようである（【表５】)。
【表５】受入学生の教育使用言語の決定要因
項目
当該分野の学修に日本語での教育指導が極めて重要
日本語の習得は日本文化の学習に重要
短い留学期間での学術日本語の習得は非現実的
英語での学術研究活動能力の育成は学生の雇用機会を拡大
当該分野の学術書も日本人研究者が出版に用いるのも英語
注：それぞれの項目を当てはまるとした機関数。複数回答可。
－３９－
日本語使用
６機関中
３
３
英語使用
７機関中
２
２
３
【表５】からわかるように、決定要因として特に回答機関の多かった項目はなかった。日本語
を使用するプログラムを持つ６機関のうち日本語、日本文化などを専門とする学生を受け入れ
ると明記しているところが２機関ある。そのような学生に対しては日本語での教育が最も合理
的だろう。しかし、学部レベルでは英語による開講科目が少ないため日本語による教育に頼ら
ざるを得ないと回答した機関もあった。一方、英語使用プログラムを持つ７機関のうち６機関
は理系（理・工・農学）の大学院レベルのプログラムを持つところであった。このようなプロ
グラムでは現地語の習得よりも専門知識の伝達と英語による情報発信能力に関心があることが
この回答結果からもうかがえる。また、そのうち５機関は双方向型プログラムの一環として受
入学生の教育を行っているところであった。
最後に､英語で教育を行う教員に対する語学面での支援の有無と種類について尋ねた皿-3を
見てみる。英語で教育を行いこの質問に回答した９機関のうち、８機関では教員はほとんど英
語圏での留学・職務経験がある（だろう）と回答している。残りのｌ機関は徳島大学大学院先
端技術科学教育部であって、英語圏での留学・職務経験者が少ないため、教員に対する英語支
援を2006年前期より始めている｡その支援内容の詳細は他論文に譲るとして(勅使河原2008)、
支援に関わる英語教員にとっても、本教育部では開始当初先例のないことだったので、支援開
始から１年が経過した今でも、特に非母語話者による英語での語学以外の教育に経験豊富でそ
のための教員訓練コー スを持つヨー ロッパの大学4や日本の他の機関（近藤・北浜2004；中村
2003）の経験から学ぶべきところは多々ある。これらの先進的な取り組みから学ぶことは、英
語による授業を行う教員のための支援は単に語学面にとどまらず、語学以外の科目を外国語で
教育・学習するという、教えられる内容（科目）と伝達手段である外国語の両方の習得に焦点
のある教育・学習形態であるComentandLangm1agelntegrated陸aming（CLIL）の視点も含める
必要があるということである。たとえば教員も学生も母語以外の言語で教える。学ぶことによ
ってもたらされる違いを認識し、互いが母語で学ぶ時とは異なる努力を加えることにより、教
育・学習効果が改善される可能性がある（AirEy＆Linder2006参照)。また、今回の調査対象機
関には含まれなかったが、短期交換留学生に英語で授業を提供する（通称「短プロ｣）大学のう
ち八つの国立大学が平成１８年度に共同で行った、欧米での授業法の研修（FD）から英語によ
る授業の質向上の手法を学び、短プロでの英語による授業に生かす「英語で開講する授業の国
際水準化支援事業」のような取組（電気通信大学2007）も、日本で英語による授業を行う教員
に対する支援活動にとって今後大いに有益な情報を与えてくれるだろう。
４．結舗と今後の展望
本論文では､海外の機関との間で共同学位プログラムを実施･準備している日本の22機関に
質問紙調査を行った結果を報告した｡共同学位プログラムを三つのプログラムの型(双方向型、
派遣型、受入型）に分けると、プログラムの型により相手国や教育課程の種別の傾向が異なる
ことがわかった（3.1節)。当該プログラム導入のきっかけを尋ねたところ、ほとんどの機関が
「共同学位制が学生にとって魅力になると思ったから」をきっかけの一つに挙げた。また、当
該プログラム導入時の期待については､｢受入･派遣学生の増加に伴う他の学生への良い影響(意
識の国際化、語学力の向上など)」がどの型のプログラムを持つ大学にとっても期待度が高く、
特に双方向型プログラムを持つ大学ではプログラム導入後にも改善された点であった(3.2節)。
続く３．３節ではプログラムの実質的な側面（単位制度、当該プログラムでの開講授業、教員
の派遣･受け入れ、選抜試験、学位記、交換学生数の均衡）について扱った。特に単位の認定。
－４０－
互換については多くの機関が苦労の末独自の制度を作り上げたことがわかったが、ＵＭＡＰ単位
互換方式のような制度がもっと用いられても良いのかもしれない。また、相手機関との教員の
相互交流や共同でのカリキュラム開発なども、より共同学位プログラムの融合性を高めるため
に今後もっと行われても良いだろう。
最後に３．４節では英語で授業を行う教員に対する英語支援は、今回の調査対象となった機関
では本教育部のみでしか行われていないことがわかった｡本調査では扱わなかったIⅡ-4以降の
質問（たとえばⅢ－６，７の教育使用言語による学生の現地の文化に対する理解度への影響）に
対しては十分な回答数が得られなかった。
今後このような研究を続ける方向性の一つとしては、日本でも留学生に対する英語による教
育がますますさかんになりつつある現在、前出短プロ実施機関を初めとする機関など、今回調
査の対象にならなかった機関も対象に入れ、語学面のみを扱いさらに拡張した質問紙調査を行
うことが考えられる。また、本調査をより完全で正確なものにするためには、今回のように機
関ごとの調査ではなく、プログラムごとのより詳細な点を補った調査を行うべきであろう。さ
らに､本調査実施後に相次いで発表されたヨーロッパ諸国における詳細な調査･研究(DAAD＆
HRK2006;Schiile2006）も今後の研究調査の改善に大いに参考になろう．これらの調査・研究
で扱われているように、今後、日本でも各機関でプログラムが進むにつれ、プログラムの質の
保証や評価に関する議論もなされるべきであろう。このようにまだ発展途上の調査の報告では
あったが、拙論が少しでも日本の高等教育機関の国際交流の促進に役立つ資料を提供できれば
幸いである。
注
１
２
３
プラハ・コミュニケの全文は注２に挙げるヨーロッパ大学協会のジョイント・マスター・
プロジェクトに関するウエプペー ジでも閲覧可能であるが､以下にRauhvaIgersetal.(2003）
にも引用されている、共同学位制に関する一節を挙げる。
PromotionoftheEuropeandimensionsinhighereducation
lnordertohmherstIengthentheimpoItantEumpeandimensionsofhighereducationand
gmduateemployabilityMinisteIscalleduponthehighereducationsectortoincrcaselhe
developmemofmodules，coursesandcuITiculaatalllevelsｗｉｔｈ‘‘Eumpean，，conte唾
orientationoroIganisation・Thisconcemsparticularlymodules,coursesanddegreecuITicula
o舵redinpartnershipbymstitutionsfiomdi齢rentcountriesandleadingtoarccognized
jointdegree・
ジョイント・マスター・プロジェクトの詳細については以下のヨーロッパ大学協会のウェ
プサイトを参照されたい。
ヨーロッパ大学協会（EumpeanUniversityAssociation）：
http:"Wwweua､be/inde0K・php?id=６２
本論文でも引用されているRauhvaIgers（2002）の他にも鍵となる調査・報告が上記ペー ジ
やそのリンク先に掲載されている。
本論文は2006年９月にフィンランドで開催された国際会議AcademicMObilityに提出した英
語による論文Tbshigawaraetal.（2007）に執筆後新たに得られたデー タの分析を加え加筆修
正したものである。本論文で分析したデータは2006年９月までに得られたものである。
－４１－
４ 非母語話者による英語での語学以外の教育、そしてその教育に携わる非母語話者教員のた
めの訓練コースは北欧諸国およびオランダで特にさかんなようだが、以下にウェプ上で情
報を得られる機関を挙げておく。
オランダ・デルフトエ科大学（EnglishLanguageTbst§DelftUniversityofTbchnology）：
http:"Wwwtudelft､nl/live/Paginajsp?id=9.3261ea-al68-474fbe48-fb84a680b4bl&la1唱戸e、
フィンランド・ヘルシンキ大学（TbachingthmughEnglishatUleUniversityofHelsinki）：
http:"kielikeskus・helsinki.Ｅｶe／
また、情報を英語で閲覧できる適切なサイトがないが、フィンランド・ユヴァスキュラ大
学は英語での語学以外の教育と非母語話者教員のための訓練コースの伝統があり（同大
AnneRas3nen氏談；Ｒﾖsﾖnen2000参照)、その他スウェー デン王立研究所でも教員のための
英語授業が開講されている（同大PhilipShaw氏談；Bensoneta1.2006)。
参考文献
AiIBy§』.＆CLinder(2006)LanguageandlheeXperienceofleamingunivergityphysicsinSweden．
”mpE”Jb"ｍａＩｑ〃h〕細jじぷ,27,553-560．
Altbach,ＲＧ＆』.Ｋnight(2006)Theintemationalizationofhighgreducation:MotivationsandI巳alities・
meMEA20064伽”“q/茄g伽grEbjhUazmjo",27-36．
Bemson,Ｃ､,Ｓ・Brunsberg,ＲＤ血s,Ｄ・Minugh＆ＲＳｈａｗ(2006)ＰＦ旨pu”gjbr加彪､”ｏ"鉱加“た応
dgg形園ａｓ1℃cﾙﾙo伽［〃､例e師〃”ｄ肋eRq〕』αＩ恥伽彪ｑ/･亜cﾙ"oﾉbgﾉ加Ｓ1℃cﾙﾙo伽.ManusCript
submittedfbrpublication・
DAAD＆ＨＲＫ(2006)ｑ伽極BojbgzaSｾ､"腕”:Ｃｂ峨彫"“Rgpo〃〃JRejｾw”Docz”“心Berlin，
21-22September2006,JOintDe2灰Bes-AHallmaIkoftheEuropeanHigherEducationAIBa？
O1ttp:"eudaadde/imperia/､｡/bomemたu/mundus/hBad唾pdf）
電気通信大学(2007)『英語で開講する授業の国際水準化支援事業一短期留学プログラムの授業
を手本にして国際的教育能力の向上を目指す一成果報告書』文部科学省平成１８年度大学教
育の国際化推進プログラム（海外先進教育実践支援）
Finocchietti,Ｃ＆Ｍ､Ｓ・Damiani(2002)Jb”Dgg7F“”ｄＤ”6陀Deg7Egs:鰯eIm"”EjGpe旅"cE・
ＤＯＣCIR圧AllO.(IranslabedbyRBoyce）
Omtp:"Wwwcimea・it/ServletsﾉhEsoumes?ComemId=2819&IEsoumeName=Insensci%20allegato）
FinoccheiettilC.,GFinoccheietti,Ｌ,Lantem,Ｍ・Ｓ・Damiani,＆WTbstuzza(2006)JointDeg区Bes-A
HallmaIkoftheEuropeanHigherEducationArca?DOCCnVlEAl25・
伽P:"Wwwcimea.､/Servlets/iEsoumes?contemId=27075&rEsou１℃eName=mseIisci%20allegato）
Huang,Ｅ(2006)IntemationalizationofuniversitycumculainJapan:Majorpoliciesandpracticesince
lhel980s・Jb"、αﾉqバレ別digs加励陀刀""O"αﾉEtjbJaJ〃O",10,102-118．
市川明（2005）「DualDegrBePmgram（共同学位プログラム)」『大学時報』，54(303),9伝101．
木戸裕（2005）「ヨーロッパの高等教育改革一ボローニャ・プロセスを中心にして－」『レファ
レンス』，55(１１),74-98．
小暮剛一（2003）「留学生受け入れのための新たな試み」『大学と学生』，470,30-35．
近藤佐知彦・北浜柴子（2004）「大阪大学短期留学特別プログラムOUSSEPの現状と英語授業
普及･大学国際化への提言｣『大阪大学留学生センター研究論集多文化社会と留学生交流』，
8,137~159．
Michael,Ｓ,Ｏ､＆Ｌ・Balraj(2003)Higjlereducationinstitutionalcouaborations:Ananalysisofmodels
－４２－
ofjointdegcepmgrams.､ﾉb""αＩｑ鯛’gherEZjﾚｲcα"O"Pbjyとﾘﾉ”ｄＭｔｍｑｇ穆加e"425,131-145．
文部科学省高等教育局大学振興課（2006）「大学における教育内容等の改革状況について」
仏ttp:"WwwmexLgojp/b-menu/houdou/１８/06/06060504/001.pdO
文部科学省高等教育局学生支援課（2005）「我が国の留学生制度の概要一受入れ及び派遣」
（http:"Wwwmext・gojp/a-menu/koutou/tyugaku/06021615/００１.pdf）
村上理一(2006）「ダブルデイグリー制を導入した国際連携大学院における新しい大学院教育の
試み」『rTUジャーナル』，36(5),25-27．
中村和泉（2003）「岡山大学短期留学特別プログラムEPOK-『英語による授業』改善への取組
みと課題一」『岡山大学留学生センター 紀要』，10,61-77．
納屋庚美(2006）「日仏共同博士課程(CDFJ)プログラムー その課題と展望｣『留学交流』,18(8)，
２－６．
０，BrienC.＆Ｄ､Pmctor(2005)Challen2jnginnovation:Aconsidemtionofintemati皿aljointde8ⅨBe
pmgramsfbrAus廿aliaA“"zJjY”〃陀碗”o"αﾉEtjbJaz加刀Ｃｂ'@たﾉ沼ﾂ､Ｃｅ”05．
仙叩"Wwwidp､com/aiec/pmgram/O'Brien%20&%20Proctorpdf）
RauhvaIgers,Ａ・(2002)JOintdegreestudylnC､通uch＆Ａ､RauhvaIger5(eds.).Ｓｈｍ’ｇｙｏ"jMhs”
Deg形es”dJb腕rDeg７℃es加趣mpe,ｐｐ､27-44.Ｅ皿opeanUniversilyAssociation．
（h叩"Wwweua､be/eua6sp/e､/mpload/Survey-Master-Joint-degXces-en､1068806054837.pdf）
RauhvaIgers,Ａ､,Ｓ､BeIgan,＆Ｊ､Divis(2003)Unitedwestand:、lerccogp1itionofjointdegBes・
Ｊｂ"、αﾉq/B1脚dfes腕〃花”α力O"zzIEtjb4ca伽",7,342-353．
RasanenA.(2000)Zea､雌”‘たα℃吻蝿肋､“Ｅ》29脱sル”j吻巴[〃mAe師lりﾉq/･JbﾉWXslb極一ewzjhｲα"o〃
”rMg〕&(Jyvaslgﾉlanyliopistonkielikeskusraportteja4.)Jyv3sl9lﾖnyliopisto,Finland・
リクルート（編）ａ（2007）「早稲田大学のダブルデイグリー・プログラムーアジアのハブの基
盤に中国を据える－」『大学・短期大学・専修学校のためのリクルートカレッジマネジメン
ト』，25(2),12-16．
リクルート（編）ｂ（2007）「東京工業大学のデュアル・デイグリー・プログラムー清華大学と
３コースで大学院合同プログラムー」『大学・短期大学・専修学校のためのリクルートカレ
ッジマネジメント』，25(2),20-23．
Schiile,Ｕ､(2006).ﾉb””αＤＣ"たDeg形“”肋加肋ｅ恥mpe”職gjberEtjhJczwIわグル4形aZbwz"域F
Fb"ﾂﾙ”〃花柳α""α"szzmiO"q/・B2四s加巴“Dgg7Fes・CIDDPapersonlntemationalBusinessEducation
No､１.ConsortiumoflntemationalDoubleDegXEes・
Omp:"Wwwcidd・org/PdHJDD-ISSNJ953-647X20070619､pdf）
勅使河原三保子(2008）「英語による専門授業の質向上を目指して－専門授業担当教員を対象と
した英語授業の実施状況」『大学教育研究ジャー ナル』，5,68-82．
Tbshigawara,Ｍ､,RMurakami,＆Yano,Ｙ:(2007)"ACademicMObilityinJapan:TheDemographicsof
DoUble-De2灰cePrograms.”ＩｎＥＤｅｒｖｉｎ＆Ｅ、Ｓ・Salmi（eds.）Ａｃａﾒg"j℃Mb6j"蚊Ｂ彪"”噌
姥両pecjhAeqPUblicationsoftheDepartmentofFiBnchStudies,No.９，ｐｐ､９５－１０６.Universityof
Tmrku,Finland・
他ttp:"Wwwhum・utu.fi/Oppiaineet/ranskankieli/tutkimus6ulkaisut/academicmobTmkupdf）
UMAPIntemationalSymposium(2006)ThereportofUMAPsurveyonstudentexchangesinJapan,In
UMAPJapanNationalCommittee(ed.),2005〃花、αカリ"αﾉ助Pqposj”o"S伽｡ｾ"rMb6j"〃加』”
”d肋ｅＥ“伽,PP､122-135.
－４３－
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小 中 大
付録：質問紙
１．制度開始の目的など
１．貴機関でダブルデイグリー制を用いた留学制度を始めることになったきっかけは何です
か。可能なら複数の場合は順位を番号で示してください。
（）すでに協定を結んでいた海外の機関から働きかけ・誘いがあったから
（）新しく海外の機関から働きかけ・誘いがあったから
（）ダブルデイグリー制が学生にとって魅力になると思ったから＊
（）導入前に個別の学生のケースを例外的に扱い、経験があったから
（）海外の大学で多く導入されているから
（）日本の他の大学でも導入されているから
（）経済的な準備が整ったから（資金ができた、支援が得られたなど）
（ ）その他（）
*上記で「ダブルデイグリー制が学生にとって魅力になると思ったから」とお答えになった方に
お伺いします。魅力は何だと思いますか。（複数回答可｡）
（）二つの学位が別々に取得するよりも短い期間で取得できるから
（）学費を二重に納める必要がなく、経済的だから
（）学生の留学期間をそのまま学修期間として認定できるから
（ ）その他（）
2．貴機関でダブルデイグリー制を導入することによってどのような効果を期待していまし
たか。期待度を数字で記入してください。
期待度
謝辞
本調査は平成17年度文部科学省｢大学教育の国際化推進プログラム(戦略的国際連携支援)」
採択の取組みである「複数学位を与える国際連携大学院教育の創設一協定大学間ネットワーク
を活用したメジャー・マイナー履修制による実践的教育一」に対する支援の下行われました。
短い期間にもかかわらず質問紙調査にご協力くださった機関の担当者の方々および貴重な資料
をご提供いただいた文部科学省高等教育局大学振興課の大塚陽介氏に感謝いたします。また、
調査結果の取りまとめに際し､貴重なご助言をいただいた四天王寺国際仏教大学の加藤統久氏、
徳島大学工学部の伊坂勝生教授に厚く謝意を表します。
）受入留学生数の増加
）派遣学生数（学内学生における留学者数）の増加
）受入・派遣学生の増加に伴う他の学生への良い影響（意識の国際化、語学力の向上な
ど）
）国際経験・語学力を持った学生の国内外での雇用機会の拡大
）留学中に取得する単位、留学期間を認定する制度の整備
）海外の大学の単位取得制度との互換性の確立
???
???
－４４－
???
????????
３．貴機関でダブルデイグリー制を導入することによって、次の点はどのように改善されま
したか。改善度を数字で記入してください。
改善度 １．．．．．．．２．．．．．．．３
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）受入留学生数の増加
）派遣学生数の増加
）受入・派遣学生の増加に伴う他の学生への良い影響（意識の国際化、語学力の向上な
ど）
）国際経験・語学力を持った学生の国内外での雇用機会の拡大
）留学中に取得する単位、留学期間を認定する制度の整備
）海外の大学の単位取得制度との互換性の確立
）共同研究の促進による研究の国際化（の促進）
）研究・教育のために教員の派遣・受入を行うことによる教員の国際交流の促進
）留学生に開放する授業の整備に伴う教育カリキュラム全体の質の向上
）英語で授業を行うことによる教育活動の国際化
）協定校と教育カリキュラムの共同開発を行うことによるカリキュラムの国際化
）ダブルデイグリー制を機関の広告塔にして機関の知名度・魅力の向上
）特定の地域の大学との結びつきの強化（アジア、環太平洋など）
そ の他（）
）共同研究の促進による研究の国際化（の促進）
）研究・教育のために教員の派遣・受入を行うことによる教員の国際交流の促進
）留学生に開放する授業の整備に伴う教育カリキュラム全体の質の向上
）英語で授業を行うことによる教育活動の国際化
）協定校と教育カリキュラムの共同開発を行うことによるカリキュラムの国際化
）ダブルディグリー制を機関の広告塔にして機関の知名度・魅力の向上
）特定の地域の大学との結びつきの強化（アジア、環太平洋など）
そ の他（）
???????????
制度の実態
別ファイル（DDdetails､xls）に貴機関におけるダブルデイグリー 制を用いた留学制度に
関する以下の情報を差し支えのない範囲でお教えください。ご記入の際には「記入例」
のシートをご参照の上、「貴機関」のシートにご記入ください。お手数ですが、複数の相
手機関をお持ちの場合は、相手機関ごとにご記入ください。
??
『???????
２．貴機関と相手機関では単位制度が異なると思われますが、違いを克服するのは困難でし
たか。どのようにして違いを克服されましたか。
３．受入・派遣学生はその他の学生と同じ授業を履修しますか。それとも異なる授業を履修
しますか。ダブルデイグリー制を用いた留学制度を開始するに当たって貴機関独自で、
－４５－
語学的な問題
１．貴機関からの派遣学生は留学に備えて相手機関で用いられる教育言語（と現地の言語）
をどのように勉強しますか。以下、留学希望者対象の語学授業の有無等についてあては
まるか否か○、×でお答えください。
ダブルデイグリー制を用いた留学制度の一環として貴機関の教員が相手機関へ、あるい
は相手機関の教員が貴機関へ出向いて授業を行うことはありますか。もしあるなら、開
講授業数は年間にどのくらいですか。
４．
5．派遣・受入学生の選抜はどちらがどのように行いますか。学生は選抜試験のために相手
機関（もしくは貴機関）へ出向く必要がありますか。
６．修了の証明はどのような文書によりますか。記号でお答えください。
（）
A､貴機関の学位記と相手機関の学位記
B､貴機関の学位記と相手機関の学位記に加え､共同で作成するダブルデイグリー制を用いた教
育課程を修了したことを示す修了証
C､共同で作成するダブルデイグリー制を用いた教育課程を修了したことを示す文書
Ｄ ､その他（）
７．ダブルデイグリー制を用いた留学制度では交換する学生数の均衡をと取ることが鍵にな
ると思われますが、貴機関では均衡を保つために何か特別な努力をなさっていますか。
また、受入型もしくは派遣型の交流を行っている機関ではどのような取り決めの下に交
流を維持していくためにどのような努力をなさっていますか。
8．貴機関のダブルデイグリー制を用いた留学制度に関して上記の質問で補いきれなかった
特徴があればご記入ください。。
－４６－
あるいは相手機関と共同でカリキュラムの改革を行った例があればご記入ください。
その他の特徴があればご記入ください。
貴機関で受入学生の教育に用いる言語を決定する要因となったことは何ですか。可能な
ら複数の場合は順位を番号で示してください。
）当該分野の学修には日本語での教育指導が極めて重要だ
）日本語を習得することは日本文化について学ぶのに重要だ
）短い留学期間に日本語で学術論文を読み書きする能力を養うのは非現実的だ
）英語で学術研究活動を行う能力を養うのが学生の雇用機会拡大につながる
２．
????
留学希望者対象の語学の授業がある
正規の授業である
当該授業の履修によって卒業・修了単位の取得が可能である
授業の運営は学外の団体に委託している
受講者が別途受講費用を払う
（）当該分野の学術書の多くは英語で書かれており、日本人研究者も英語で出版する機会
が多い
（ ）その他（）
３． 貴機関で受入学生を日本語以外で教育するとお答えになった機関にお尋ねします。貴機
関では日本語以外で授業を行う教員の特徴と、教員に対する語学面でのサポートに関す
る以下の質問についてあてはまるか否か○、×でお答えください。
日本語以外で授業を行う教員は当該言語のネイティブスピーカーである
日本語以外で授業を行う教員にはほとんど英語圏（もしくは当該言語圏）での留
学・職務経験がある
日本語以外で授業を行う教員に対する語学面以外でのサポートがある＊
日本語以外で授業を行う教員に対する語学面でのサポートがある
サポートは学外の団体に委託している
サポートを受ける教員は別途利用料金を払う
*内容についてご記入ください。
４．上記で教員に対する語学面でのサポートが存在するとお答えになった機関にお尋ねしま
す。貴機関で存在するサポートの詳細についてお答えください。
サポートの種類 有無 頻度
マンツーマンか授
業形式か
提供機関
当該言語での一般的な語学力を高める
授業
当該言語での講義の仕方などを扱う授
業
当該言語で行う授業での評価の仕方(試
験の作成）
当該言語で書く学術論文の添削
５．
６．
７．
その他のサポートがあればご記入ください。
貴機関で受入学生を日本語以外で教育するとお答えになった機関にお尋ねします。日本
語を話さない受入学生の指導に困難を感じたことはありますか。差し支えなければ貴機
関での経験談をお聞かせください。
貴機関で受入学生を日本語以外で教育するとお答えになった機関にお尋ねします。日本
語以外で教育することによって、日本語を話す留学生と比較して受入学生の日本の国や
文化に対する理解度が少ないと感じることはありますか。貴機関ではそれを好ましくな
いと思いますか。
相手機関で派遣学生が現地語以外の言語で教育を受けるとお答えになった機関にお尋ね
します。（すなわち英語圏以外で英語で教育を受ける場合とお考えください｡）現地語以
外で教育された派遣学生の派遣先の国や文化に対する理解度について何か気がついたこ
－４７－
とはありましたか。
８． その他、語学が関わると考えられる問題について何かお気づきのことがございましたら
ご記入ください。
－４８－
